
会計別予算

「人と自然が織りなす しあわせ実感都市 瀬戸内」を目指して
次なる飛躍と持続可能な財政構造の基盤づくり

用
語
の
解
説

第
２
次
瀬
戸
内
市
総
合
計
画

　

本
市
に
住
ん
で
い
る
一
人

一
人
が
幸
せ
に
暮
ら
し
、
そ
れ

ぞ
れ
の
地
域
が
一
体
性
を
強
め

な
が
ら
輝
い
て
い
る
ま
ち
・
瀬

戸
内
を
市
民
と
行
政
が
一
体
と

な
っ
て
創
り
上
げ
て
い
く
た
め

の
指
針
と
な
る
計
画
の
こ
と
で

す
。
向
こ
う
30
年
先
（
２
０
４
０

年
）
の
「
市
民
」
に
と
っ
て
、

そ
れ
ぞ
れ
の
立
場
で
目
指
す
べ

き
「
ま
ち
の
姿
」
を
展
望
し
、

そ
の
実
現
に
向
け
て
の
基
本
的

な
考
え
方
を
表
す
基
本
構
想
と
、

そ
れ
に
基
づ
い
て
今
後
10
年
間

で
取
り
組
む
べ
き
主
要
な
施
策

を
各
分
野
に
わ
た
り
体
系
的
に

定
め
た
基
本
計
画
で
構
成
さ
れ

て
い
ま
す
。

市
の
会
計

　

市
の
会
計
は
基
本
的
な
経
費

を
経
理
す
る
一
般
会
計
と
、
下

水
道
や
国
民
健
康
保
険
な
ど
特

定
の
事
業
を
経
理
す
る
特
別
会

計
、
病
院
事
業
や
水
道
事
業
を

経
理
す
る
事
業
会
計
か
ら
成
り

立
っ
て
い
ま
す
。
た
だ
し
、
市

の
財
政
状
況
を
見
る
場
合
は
、

一
般
行
政
部
門
に
関
す
る
「
普

通
会
計
」
と
、
病
院
事
業
や
水

道
事
業
な
ど
に
関
す
る
「
公
営

企
業
会
計
」
に
区
分
す
る
の
が

一
般
的
で
す
。
本
市
に
お
け
る

「
普
通
会
計
」
は
、
一
般
会
計
・

公
共
用
地
先
行
取
得
事
業
特
別

会
計
を
指
し
ま
す
。
ま
た
、
普

通
会
計
以
外
の
会
計
を
ま
と
め

て
「
公
営
事
業
会
計
」
と
い
い

ま
す
。

自
主
財
源

　

市
が
自
主
的
に
収
入
で
き
る

財
源
の
こ
と
で
、
市
税
、
分
担

金
及
び
負
担
金
、
使
用
料
、
手

数
料
、
財
産
収
入
、
寄
附
金
、

繰
入
金
、
繰
越
金
、
諸
収
入
な

ど
が
あ
り
ま
す
。

平成23年度予算と
主な取り組み

特集

予
算
の
概
要

　　

当
初
予
算
編
成
に
当
た
っ
て
は
、
瀬
戸
内

市
の
経
営
指
針
で
あ
る
第
２
次
瀬
戸
内
市
総

合
計
画
に
掲
げ
る
将
来
像
「
人
と
自
然
が
織

り
な
す 

し
あ
わ
せ
実
感
都
市 

瀬
戸
内
」
の

実
現
を
目
指
す
た
め
、
戦
略
重
点
的
に
取
り

組
む
事
業
を
選
定
し
、
限
ら
れ
た
財
源
を
重

点
的
・
効
率
的
に
配
分
す
る
こ
と
を
基
本
方

針
と
し
て
い
ま
す
。

　

予
算
の
規
模
は
、
一
般
会
計
予
算
が

１
４
０
億
６
、９
１
９
万
円
（
前
年
度
当
初

比
０・
２
％
増
）、
特
別
会
計
（
10
会
計
）
が

96
億
６
、９
３
６
万
円
（
前
年
度
当
初
比

７
・
５
％
減
）、
事
業
会
計
（
２
会
計
）
が

28
億
３
、２
６
７
万
円
（
前
年
度
当
初
比
９・

４
％
減
）
と
な
っ
て
い
ま
す
。
全
会
計
の

総
額
は
、
２
６
５
億
７
、１
２
２
万
円
（
前

年
度
当
初
比
３・８
％
減
）
と
な
り
ま
し
た
。

　

な
お
老
人
保
健
特
別
会
計
は
、
廃
止
さ
れ

ま
し
た
。

　
歳
入

　

一
般
会
計
の
歳
入
の
う
ち
、
市
税
は
、
企

業
の
業
績
の
回
復
な
ど
か
ら
前
年
度
と
比
べ

て
１・３
％
（
５
、９
０
１
万
円
）
の
増
を
見

込
ん
で
い
ま
す
。
ま
た
、
地
方
交
付
税
は
、

人
口
減
に
よ
る
減
少
が
見
込
ま
れ
る
も
の

の
、
国
に
お
い
て
特
別
枠
の
加
算
に
よ
り
財

源
確
保
さ
れ
た
こ
と
な
ど
か
ら
前
年
度
と
比

べ
て
１・３
％
（
６
、０
０
０
万
円
）
の
増
を

見
込
ん
で
い
ま
す
。

　

一
方
、
市
債
は
、
地
方
財
源
の
不
足
を
補

て
ん
す
る
た
め
の
臨
時
財
政
対
策
債
を
前
年

度
と
比
べ
て
７
・
１
％
（
６
、０
０
０
万
円
）

の
増
と
見
込
ん
で
い
ま
す
が
、
財
政
運
営
適

正
化
計
画
に
基
づ
き
、
市
債
の
発
行
額
を
抑

制
し
た
こ
と
か
ら
、
市
債
全
体
で
は
前
年
度

と
比
べ
て
７
・５
％
（
９
、１
９
０
万
円
）
の

減
と
な
っ
て
い
ま
す
。

歳
出

　

歳
出
で
は
、
翌
年
度
工
事
予
定
の
ク
リ
ー

ン
セ
ン
タ
ー
か
も
め
の
整
備
や
学
校
の
耐
震

化
の
設
計
費
な
ど
を
優
先
的
に
計
上
す
る
と

と
も
に
、
中
学
生
ま
で
の
医
療
費
の
無
料
化

や
、
高
齢
化
の
進
展
に
伴
い
年
々
増
加
す
る

医
療
費
や
介
護
経
費
の
社
会
保
障
費
な
ど
に

も
対
応
し
た
予
算
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　

さ
ら
に
、
戦
略
重
点
枠
事
業
と
し
て
、
緊

急
的
か
つ
横
断
的
な
課
題
の
解
決
に
向
け
て

重
点
的
に
取
り
組
む
よ
う
市
民
活
動
応
援
事

業
や
、
ご
み
30
％
減
量
啓
発
事
業
な
ど
を
引

き
続
き
計
上
し
て
い
ま
す
。

　

こ
う
し
た
経
費
の
財
源
を
捻
出
す
る
た

め
、
財
政
運
営
適
正
化
計
画
に
沿
っ
て
、
財

政
の
健
全
化
に
取
り
組
ん
で
い
ま
す
が
、
全

て
の
財
源
不
足
は
解
消
で
き
ず
、
財
政
調
整

基
金
を
取
り
崩
し
て
対
応
し
て
い
ま
す
。

予
算
の
特
徴

戦
略
重
点
枠
事
業

　

緊
急
的
か
つ
横
断
的
な
課
題
の
解
決
に
向

け
て
重
点
的
に
取
り
組
み
ま
す
。

地
域
内
で
人
、
モ
ノ
、
金
が
循
環
す
る
仕
組

み
づ
く
り　

               　

   

５
、１
３
７
万
円

　

市
民
活
動
団
体
の
公
益
的
な
活
動
に
対
し

て
助
成
す
る
公
募
型
の
市
民
活
動
応
援
事
業

を
実
施
し
ま
す
。
ま
た
、
応
援
寄
附
制
度
の

積
極
的
な
啓
発
や
、
農
水
産
物
の
ブ
ラ
ン
ド

化
や
商
品
開
発
な
ど
瀬
戸
内
ブ
ラ
ン
ド
の
構

築
に
取
り
組
み
ま
す
。

子
ど
も
を
伸
ば
す
教
育　

４
、２
０
３
万
円

　

発
達
障
害
の
児
童
の
特
別
支
援
な
ど
を
行

う
教
育
支
援
員
や
読
書
活
動
の
指
導
な
ど
を

行
う
図
書
館
司
書
、
複
式
学
級
へ
の
対
応
な

ど
を
行
う
非
常
勤
講
師
を
増
員
す
る
と
と
も

に
、
生
徒
の
問
題
行
動
の
指
導
な
ど
を
行
う

指
導
員
の
配
置
や
、
小
学
校
高
学
年
と
中
学

生
を
対
象
に
し
た
学
力
調
査
な
ど
も
実
施
し

ま
す
。

塩
田
跡
地
の
あ
り
方　

      

３
、８
８
４
万
円

　

排
水
ポ
ン
プ
や
堤
防
の
管
理
、
産
業
廃
棄

物
処
分
場
跡
地
の
覆
土
な
ど
錦
海
塩
田
跡
地

の
管
理
を
行
う
と
と
も
に
、
跡
地
の
活
用
を

検
討
し
て
い
き
ま
す
。

定
住
化　

                            

３
、９
７
９
万
円

　

販
売
促
進
補
助
金
な
ど
販
売
体
制
を
強
化

し
、
オ
リ
ー
ブ
団
地
牛
窓
を
は
じ
め
と
す
る

分
譲
団
地
の
販
売
促
進
な
ど
を
行
い
ま
す
。

ご
み
30
％
減
量　
　
　
　

 

１
、５
８
９
万
円

　

資
源
ご
み
回
収
団
体
や
生
ご
み
処
理
機
購

入
者
へ
の
助
成
な
ど
市
内
で
排
出
さ
れ
る
ご

み
の
30
％
減
量
に
向
け
た
啓
発
事
業
を
実
施

し
ま
す
。

錦海塩田跡地

教育費

36,048 円

農林水産業費

26,705 円

衛生費

34,404 円

民生費

119,370 円

公債費

49,051 円

総務費

37,695 円

土木費

23,515 円

消防費

14,370 円

議会費

6,900 円

商工費

7,937 円

その他
労働費 484 円　予備費 764 円

計 358,159 円

この図は、一般会計の歳出が１人当たりい
くらになるかを目的別に算出したものです。
（H23.4.1 現在人口　39,282 人）

区分 予算額
一般会計 1,406,919

特別
会計

国民健康保険 398,157
国民健康保険診療施設裳掛診療所 3,460
国民健康保険診療施設美和診療所 2,046
介護保険 337,342
後期高齢者医療 43,946
農業集落排水事業 26,909
漁業集落排水事業 3,346
下水道事業 141,254
土地開発事業 9,973
公共用地先行取得事業 503

計 966,936

事業
会計

病院事業 134,646
水道事業 148,621

計 283,267

市民１人当たりの主な予算

単位：万円

   災害復旧費 916 円

使用料・手数料（1.6％）
2億2,222万円

分担金・負担金
（1.4％）
1億9,233万円

繰入金（1.3％）
1億8,750万円

財産収入・寄附金・繰越金（0.4％）
5,872万円

地方譲与税・各種交付金（4.5％）
6億3,200万円

県支出金（6.2％）
8億7,919万円

市債（8.1％）
11億3,920万円

諸収入（1.8％）
2億4,960万円

市税（32.0％）
 44億9,611万円

地方交付税（34.0％）
47億9,000万円

国庫支出金（8.7％）
12億2,232万円

自主財源
（38.5％）

依存財源
（61.5％）

衛生費（9.6％）
13億5,148万円労働費（0.1％）

1,900万円

商工費（2.2％）
3億1,178万円

土木費（6.6％）
9億2,373万円

消防費（4.0％）
5億6,447万円

教育費（10.1％）
14億1,605万円

公債費（13.7％）
19億2,683万円

予備費（0.2％）
3,000万円

災害復旧費（0.3％）
3,600万円

議会費（1.9％）
2億7,103万円

農林水産業費（7.5％）
10億4,901万円

140億
 6 ,919万円

  総務費（10.5％）
14億8,072万円

    民生費
  （33.3％）
46億8,909万円




